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会社概要
会 社 名 ： 株式会社成学社

代 表 者 ： 代表取締役社長　太田明弘

本 社 所 在 地 ： 大阪市北区中崎西３－１－２

設 立 ： １９８２年（法人設立１９８７年）

資 本 金 ： ２億３,０２０万円

グ ル ー プ 会 社 ： 連結子会社３社

グ ル ー プ 事 業 内 容 ： 学習塾を中心とした教育関連事業、不動産賃貸事業、飲食事業

教育関連事業

不動産賃貸事業

飲食事業

２０１０年５月期

連結売上高 ６,８５８百万円

教育関連事業は連結売上高９５％以上を占める

当社グループの主要事業

教育関連事業は連結売上高９５％以上を占める

当社グループの主要事業 大阪府を中心にした近畿圏にて事業展開大阪府を中心にした近畿圏にて事業展開

大阪府

滋賀県

兵庫県

京都府

奈良県

東京都

拠点数

１６５教室

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ市場

証券コード：２１７９
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飲食サービス
提供

不動産賃貸

事業内容

学校法人等学習塾等

一般
顧客

当 社

不動産賃貸

広告製作

広告製作 講師派遣

家庭教師
派遣

学習塾

学習塾の
フランチャイズ

２０１０年５月３１日現在

学習塾

学習塾ならびに
フランチャイズ

広告製作

子会社

㈱アプリス

子会社

㈱東京ﾌｪﾘｯｸｽ

子会社

㈱個夢
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市場規模

学習塾の市場規模

８,６３５ ８,５３０

５,５４９ ５,４８１

１３,０００ １３,０６０
１３,５８７

１４,１８４ １４,０１１

０

４,０００

８,０００

１２,０００

１６,０００

００ ０２ ０４ ０６ ０８ （年）

（億円）

個別指導

クラス指導

出典：全国私塾情報センター「学習塾白書２００８-２００９」
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事業沿革

０

５,０００

１０,０００

１５,０００

２０,０００

塾生数（名）

８２ ８４ ８６ ８８ ９０ ９２ ９４ ９６ ９８ ００ ０２ ０４ ０６ ０８ １０
(予）年

子会社㈱東京フェリックスを設立

２０１０年

衛星授業による学習指導開始

１９９７年

家庭教師事業を開始

個別指導形態の学習指導を開始

１９９０年

大阪府高槻市・茨木市が地盤の学習塾を譲受

㈱個夢を子会社化

２００９年

大阪府吹田市を地盤とする学習塾を譲受

２００８年

㈱関西学研より

一部塾部門を譲受け

１９９９年

大阪府豊中市に創業

１９８２年

Ｍ＆Ａ関連
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ブランド展開

「大学進学までの小中高一貫教育」を基本とするサービス提供「大学進学までの小中高一貫教育」を基本とするサービス提供

ク ラ ス 指 導

高校生以上を対象に通信衛星を通じた授業を開講

個 別 指 導

小学生から高校生を対象とするクラス指導ブランド

中学受験に特化したブランド（首都圏で展開）

小学生から高校卒業生を対象とする個別指導ブランド



２０１０年５月期（連結）
業績について
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損益計算書（要約）

１,５１３
１,２１６

１,７０５
１,４７９

１,７６４

１,４３２

２,０１７

１,６４３

０

５００

１,０００

１,５００

２,０００

２,５００

１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

１５１

△ ７４

１９８

１７８

△ １０８

２２０

△ ３３
△ ３５

△ ２００

△ １００

０

１００

２００

３００

１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

売上高 営業利益

（注） 夏期特別授業（１Ｑ）、冬期特別授業（３Ｑ）を実施する月は売上高、収益性ともに高くなる傾向にあります。

２００９年５月期 ２０１０年５月期 （単位：百万円）【四半期損益推移】

（単位：百万円、％）

売 上 高 ６,８５８ ６,８５７ １００.０ ５,９１５ １１５.９

営 業 利 益 ２５４ ２４０ １０６.２ ２４１ １０５.４

経 常 利 益 ２２１ ２０２ １０８.９ ２１８ １０１.２

当期純利益 ６８ ５９ １１６.３ １０８ ６３.６

１０/５期
修正計画

前年比計画比 ０９/５期１０/５期

売上高・利益ともに計画と同水準を達成売上高・利益ともに計画と同水準を達成



9

損益計算書
（単位：百万円、％）

構成比 構成比

売 上 高 ６,８５８ １００.０ ５,９１５ １００.０ １１５.９

売 上 原 価 ５,５０２ ８０.２ ４,６９３ ７９.４ １１７.２

売 上 総 利 益 １,３５５ １９.８ １,２２１ ２０.６ １１０.９

販 管 費 １,１００ １６.０ ９７９ １６.６ １１２.３

営 業 利 益 ２５４ ３.７ ２４１ ４.１ １０５.４

営 業 外 収 益 ８ ０.１ １１ ０.２ ７６.５

営 業 外 費 用 ４２ ０.６ ３４ ０.６ １２２.５

経 常 利 益 ２２１ ３.２ ２１８ ３.７ １０１.２

特 別 利 益 ４５ ０.７ ６７ １.１ ６６.４

特 別 損 失 ８５ １.２ ６６ １.１ １２８.９

税引前当期純利益 １８１ ２.６ ２２０ ３.７ ８２.２

法 人 税 等 １１２ １.６ １１２ １.９ １００.５

少 数 株 主 損 失 △０ △０.０ ― ― ―

当 期 純 利 益 ６８ １.０ １０８ １.８ ６３.６

前年比０９/５期１０/５期

<主な特別損益の内訳>

【特別利益】

・保険解約返戻金 ４５百万円

【特別損失】

・投資有価証券評価損

２７百万円

・教室等閉鎖損 ３４百万円

・減損損失 １６百万円

０

２,０００

４,０００

６,０００

８,０００

０６/５ ０８/５ １０/５

（百万円）

０.０

２.０

４.０

６.０

８.０

１０.０

（％）売上高
営業利益率
当期純利益率

【 損 益 推 移 】
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セグメント概況

（単位：百万円、％）

構成比 構成比

売上高 ６,８５８ １００.０ ５,９１５ １００.０ １１５.９

教 育 関 連 事 業 ６,６１１ ９６.４ ５,６７２ ９５.９ １１６.５

不動産賃貸事業 ４６ ０.７ １８ ０.３ ２４６.４

飲 食 事 業 ２００ ２.９ ２２３ ３.８ ８９.７

営業利益 ２５４ ３.７ ２４１ ４.１ １０５.４

教 育 関 連 事 業 ６１３ ６８３ ８９.８

不動産賃貸事業 ４２ ２８ １４９.２

飲 食 事 業 △１１ △６ －

消 去 ・ 全 社 （３８９) （４６３) ８４.１

前年比１０/５期 ０９/５期

・本社ビルの購入に伴い

賃貸スペース増加

・余剰スペースは積極的に賃貸し、

保有資産を有効活用

・内食志向が高まりとともに

厳しい状況が続く

・運営効率を高め、

利益の上がる体制に改善する

不動産賃貸事業

飲 食 事 業

教育関連事業

・塾生数の増加、

「京大セミナー」の通年寄与等により

売上高は前年比１６.５％増加

・充実した人員配置により人件費増加

・積極的な教室の開校、

既存教室の移転・リニューアル等により

家賃、備品費、広告宣伝費等の増加

⇒営業利益は前年比８９.８％にとどまる
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教室展開(拠点数)

※子会社の拠点を含む

【 新 規 開 校 】

１０教室（大阪府４、滋賀県４、兵庫県１、京都府１）

【 閉 鎖 教 室 】

３教室（大阪府２、滋賀県１）

【 移 転 ・ 新 築 】

大阪府内の４教室を移転、１教室を新築

【子 会 社 の 拠 点】

兵庫県４教室、東京都３教室

◇都府県別拠点数◇

【新築】旭丘教室（大阪府豊中市）
【新規】膳所教室

（滋賀県大津市・併設）
【新規】石山教室

（滋賀県大津市・クラス単独）

当期の教室展開について

※子会社の拠点のうち、

兵庫県１教室、東京都３教室が計画との差異であります。

１０/５期
１０/５期
修正計画

０９/５期

大阪府 １１３ １１３ １１１

滋賀県 ２３ ２３ ２０

兵庫県 １４ １３ ９

京都府 １１ １１ １０

奈良県 １ １ １

東京都 ３ ― ―

合 計 １６５ １６１ １５１
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教室展開(指導形態別)

クラス指導教室

・開成教育セミナー

・エール進学教室

・京大セミナー

・ＦＥＬＩＸ（フェリックス）

個別指導教室

・個別指導学院フリーステップ

・個別教育システム アイナック

開成グループ

代ゼミサテライン予備校

（２０１０年５月末現在）

奈良県

大阪府

滋賀県

京都府

１０/５期
１０/５期
修正計画

０９/５期

ク ラ ス 指 導 ９３ ９０ ９２

個 別 指 導 １２７ １２６ １１９

衛 星 授 業 １５ １５ １２

拠 点 数 １６５ １６１ １５１

兵庫県

東京都

◇指導形態別教室数◇
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（単位：百万円、％）

構成比 構成比

流動資産 １,２５５ ２８.７ １,０２３ ３２.２ １２２.６

現金及び預金 ６９４ １５.９ ６４０ ２０.２ １０８.４

営業未収入金 ２７７ ６.３ １４３ ４.５ １９３.０

商品・貯蔵品 ３８ ０.９ ４０ １.３ ９４.２

繰延税金資産 １２２ ２.８ ９３ ３.０ １３０.５

その他 １５８ ３.６ １３８ ４.４ １１４.５

貸倒引当金 △３６ △０.８ △３３ △１.１ １０６.５

固定資産 ３,１２４ ７１.３ ２,１５５ ６７.８ １４５.０

有形固定資産 １,９５６ ４４.７ ９９８ ３１.４ １９６.０

無形固定資産 １７６ ４.０ ９３ ２.９ １８９.４

投資その他の資産 ９９１ ２２.６ １,０６３ ３３.５ ９３.２

資産合計 ４,３７９ １００.０ ３,１７８ １００.０ １３７.８

前期比０９/５期１０/５期

貸借対照表

◇資産の部◇

【流動資産】

（営業未収入金）

・学費回収方法の多様化

【固定資産】

（有形固定資産）

・主に本社ビル取得により増加

建物及び構築物 ＋４４４百万円

土 地 ＋５１４百万円

（無形固定資産）

・子会社のれんを計上

・ネット学習システムを資産計上

（投資その他の資産）

・教室の閉鎖、移転により減少

差入保証金 △２３百万円

・保険の解約により積立金減少

保険積立金 △３７百万円

<主な増減要因>
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貸借対照表

０

７００

１,４００

２,１００

０６/５ ０８/５ １０/５

◇負債の部◇

有利子負債推移
（単位：百万円）

有利子負債残高

２,０４４百万円

（前期比９６８百万円増加）

・本社ビルの購入費用を

全額借入金で調達

・子会社取得により

借入金残高増加

（単位：百万円、％）

構成比 構成比

流動負債 １,５９７ ３６.５ １,２３４ ３８.８ １２９.４

買掛金 ３７ ０.９ ３０ １.０ １２４.１

短期借入金 ３１０ ７.１ ２００ ６.３ １５５.０

1年内返済予定の
長期借入金

３６５ ８.３ ２４２ ７.６ １５０.８

前受金 ４０４ ９.２ ３５０ １１.０ １１５.７

賞与引当金 １１０ ２.５ １０７ ３.４ １０２.０

その他 ３６９ ８.４ ３０３ ９.６ １２１.５

固定負債 １,４９４ ３４.１ ６７９ ２１.４ ２１９.９

長期借入金 １,３６９ ３１.３ ６３４ １９.９ ２１５.９

その他 １２５ ２.９ ４５ １.４ ２７５.１

負債合計 ３,０９２ ７０.６ １,９１４ ６０.２ １６１.５

前期比０９/５期１０/５期

<主な要因>
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（単位：百万円、％）

構成比 構成比

株主資本 １,２８７ ２９.４ １,２６５ ３９.８ １０１.７

資本金 ２３０ ５.３ ２２８ ７.２ １００.７

資本剰余金 １７０ ３.９ １６８ ５.３ １００.９

利益剰余金 ８８６ ２０.２ ８６８ ２７.３ １０２.１

評価・換算差額等 △１ △０.０ △１ △０.０ ８３.１

少数株主持分 １ ０.０ ― ― ―

純資産合計 １,２８７ ２９.４ １,２６４ ３９.８ １０１.８

負債純資産合計 ４,３７９ １００.０ ３,１７８ １００.０ １３７.８

０９/５期 前期比１０/５期

貸借対照表

０

１,０００

２,０００

３,０００

４,０００

５,０００

０６/５ ０８/５ １０/５

（百万円）

０.０

１０.０

２０.０

３０.０

４０.０

５０.０
（％）流動負債 固定負債

純資産 株主資本比率

０

５０

１００

１５０

２００

２５０

０６/５ ０８/５ １０/５

（百万円）

０.０

１０.０

２０.０

３０.０

（％）当期純利益 ＲＯＡ ＲＯＥ

◇純資産の部◇

・主に利益剰余金の増加により

純資産合計額は微増

・固定負債の増加により

株主資本比率は２９.４％となる

（前期比△１０.４％）

・当期純利益の減少により

資産、資本に対する利益率は低下

ＲＯＡ １.６％（前期比△１.８％）

ＲＯＥ ５.４％（前期比△３.８％）

<主な要因>
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キャッシュ・フロー計算書

△ １,５００

△ １,０００

△ ５００

０

５００

１,０００

０６/５ ０７/５ ０８/５ ０９/５ １０/５

（百万円）

（単位：百万円）

１０/５期 ０９/５期

税引前当期純利益 １８１ ２２０

営業活動によるキャッシュ・フロー ２５８ ７７

投資活動によるキャッシュ・フロー △１,１６３ △３５８

財務活動によるキャッシュ・フロー ９５２ ３８３

現金及び現金同等物の増減額 ４６ １０１

現金及び現金同等物の期首残高 ５７２ ４７０

現金及び現金同等物の期末残高 ６１９ ５７２

営業ＣＦ

（投資ＣＦ）

その他

不動産関連

教室関連

Ｍ＆Ａ関連

フリーキャッシュフロー

（営業ＣＦ）

【営業活動】

・減価償却費、前受金の増加

・法人税等の支払額の減少

【投資活動】

・有形固定資産取得による支出

１,０４９百万円

（うち、本社ビル ７００百万円）

【財務活動】

・長期借入による収入 １,１６５百万円

<主な要因>

フリーキャッシュフローの推移



２０１１年３月期（連結）
業績予想
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業績予想

（注１） ２０１０年６月１８日に決算期変更（３月）を発表、 第２５期は１０ヶ月の変則決算となる予定であります。

（注２） 業績予想には資産除去債務に関する会計基準の適用に伴う影響額を含んでおります。

・前期から連結対象となった子会社２社が通年で貢献

・変則決算のため、赤字である４Ｑが短期間（１ヶ月）となり利益水準を押し上げ

・資産除去債務に関する会計基準の適用により特別損失の計上を見込むため、

上期は当期純利益はマイナスとなる見込み

業績予想について

（単位：百万円、％）

１１/３期（注１）

構成比 構成比

売 上 高 ３,５５５ ６,６４１ １００.０ ３,１９７ ６,８５８ １００.０

営 業 利 益 １０７ ４９２ ７.４ ７０ ２５４ ３.７

経 常 利 益 ９８ ４７７ ７.２ ４８ ２２１ ３.２

当期純利益 △１７ １５１ ２.３ ３ ６８ １.０

上期 通期 上期 通期

【ご参考】１０/５期
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事業展開

教室展開

・年間１０教室程度開校予定（併設６教室、個別単独４教室）

・移転、統合などにより既存教室の設備強化

塾生数の見通し

立地条件、通塾安全性を確保できる環境を重視し、積極的に新規教室を開校立地条件、通塾安全性を確保できる環境を重視し、積極的に新規教室を開校

６,５３８
７,２０４

８,３２０
９,６２２

９,４１１

８,５２０

６,９３０

６,６６３

１３,２０１名
１４,１３４名

１６,８４０名

１９,０３３名

０

２,０００

４,０００

６,０００

８,０００

１０,０００

２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年
（計画）

０

４,０００

８,０００

１２,０００

１６,０００

２０,０００

クラス指導

個別指導

※各年１１月塾生数

クラス指導、個別指導の均衡成長を目指すクラス指導、個別指導の均衡成長を目指す
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配当予想

【配当の基本方針】

長期にわたる安定基盤の確立に努めるとともに、

連結配当性向２５％程度の配当を目安とし、継続的かつ安定的な配当を実施

【配当の基本方針】

長期にわたる安定基盤の確立に努めるとともに、

連結配当性向２５％程度の配当を目安とし、継続的かつ安定的な配当を実施

１１.２５

６.２５ ７.７０

１１.２５

６.２５ ５.１０

２１.００

２４.０

５７.６
５２.７

２４.８

０.００

１０.００

２０.００

３０.００

０８/５ ０９/５ １０/５ １１/３（予想）

１株当たり
配当金

　　　　(円)

０.０

２５.０

５０.０

連結配当
性向
（％）

中間配当 期末配当 配当性向

（注１）１株当たり配当金は、２００９年１２月に実施した株式分割（普通株式１株につき２００株）考慮後の配当金額

（注２）１１/３期の配当基準日（予定） 中間配当：１１月３０日 期末配当：３月３１日
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今後の展開

～ 連結売上高１００億円・塾生数３万人に向けて ～

Ｍ＆Ａを通じた事業の拡大Ｍ＆Ａを通じた事業の拡大

関東地方への水平展開関東地方への水平展開 映像授業映像授業

２０１０年 ㈱東京フェリックスの設立と首都圏で

クラス指導形態の学習塾を展開する

フェリックスの事業譲受

当社グループでの首都圏進出を足がかりに

早期に個別指導形態で関東地方への進出を目指す

２００９年 冬期特別授業より既存塾生向けに配信開始

２０１０年 ネット授業のみの受講生募集開始

【当社グループにおける事業譲受】 【買収】

２００８年 「エ ー ル 進 学 教 室」

２００９年 「京 大 セ ミ ナ ー」 譲受価額：２１１百万円

２０１０年 「ＦＥＬＩＸ（フェリックス）」 譲受価額： ８０百万円

２０１０年 株式会社個夢 取得価額：４０百万円

企業戦略、教育理念が一致する場合には積極的にＭ＆Ａを行い事業拡大を目指す

独立採算部門への成長を目指す

インターネットを通じた授業配信システム
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本資料について

株式会社成学社 管理部

ＴＥＬ ０６－６３７３－１５９５ ＦＡＸ ０６－６３７３－１５７９

本資料で記述されている業績予想並びに将来予測は、現時点で入手可能な情報に

基づき当社が判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれております。

そのため、実際の業績は記述されている将来見通しとは大きく異なる結果となること

があることをご留意ください。

〒５３０－００１５ 大阪市北区中崎西３－１－２

＜問い合わせ先＞


